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ＫＰＩの状況

重要課題：地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革

改革項目：⑬マイナンバー制度の活用や国による地方自治体のIT化・BPR推進に向けた取組促進策の提示等

ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値
（時点）

区分 次回の把握時期と今後の方針

第
一
階
層

各種証明書のコンビニ交付の実施団体数
（人口）

2016年度中に
300団体（実施
団体の人口
6000万人）

430団体、約7,693万人
（2017年8月31日時

点）
A

【総務省】
430団体、約7,693万人
（2017年８月31日時点）
508団体、約8,540万人
（2017年度末見込み）

引き続きコンビニ交付サービス導
入団体の拡大を推進。

ＩＴ化・ＢＰＲに取り組んだ自治体数

検討中
（2016度中に設

定）

（参考）
【番号室】
子育てワンストップ
サービス
対応自治体件数
サービス検索：1,507団
体
電子申請：152団体
（2017年10月31日時
点）

F

【IT室】IT化・BPRへ取り組んだ自治
体を判定する基準の設定が困難。
判定基準を確定し、今年度中に目
標値の設定を予定。
【番号室】
子育てワンストップサービス
対応自治体件数
サービス検索：2017年中に全市区
町村（1,741団体）
電子申請：本格運用の開始後に目
標設定

第
二
階
層

マイナンバー制度の活用や国による地方
自治体のＩＴ化・ＢＰＲ推進による経済・財
政効果（事後的に検証する指標）

－ ― N

【IT室】マイナンバー制度の活用に
ついては、2017年度末を目途に効
果試算を整理。また、国による地方
自治体のＩＴ化・ＢＰＲ推進について
は、第1階層の目標決定後、対応方
針を検討する予定。
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